
［要約］

１ 郵政研究所では、平成１１年１１月から１２月にかけて、全国４，５００世帯を対象とする「金

融機関利用に関する意識調査」を実施した。この調査は、金融自由化など日本経済の構

造変化が進展する中で金融機関・金融サービスに対する家計の意識を調査するもので、

平成元年から２年毎に実施している。本論文では、第１章、第２章で調査結果の概要に

ついて報告し、第３章では本件データを用いて、少子高齢化の進展による家族構成の変

化が、家計の金融機関選択理由にどのような影響を与えるか、プロビット・モデルによ

る分析を行う。

２ 前段のアンケート調査の結果、�１ATM・CDがあったらいいと思う場所として、コン

ビニエンスストア、スーパー、ディスカウントストアへの希望が多いこと、�２金融機関

店舗以外での場所で利用したい取引手段としては、パソコン（インターネット）に加え、

携帯電話が台頭していること、等が明らかとなった。

３ 第３章における主な分析結果は、以下のとおりである。

�１ 世帯主年齢２０―５９歳の常勤労働者世帯では、世帯主年齢が高いほど利便性の選択確

率は上がり、収益性や安全性の選択確率が下がる。

�２ 世帯主年齢２０―５９歳と世帯主年齢６０―６９歳の両方で、貯蓄総額が高いほど収益性と

安全性の選択確率が上昇する。

�３ 世帯主年齢２０―５９歳の常勤労働者世帯では、年収が高いと安全性の選択確率が高く

なる。

�４ 世帯主年齢２０―５９歳において、平成１１年は他の年に比べ安全性の選択確率が高くな

る。

�５ �１で示した年齢の影響には、年特有のショックによる影響やコーホートの効果がほ

とんど含まれておらず、純粋な加齢の影響を表している。
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１ はじめに

１．１ 金融機関利用調査の目的と沿革について

郵政研究所では平成１１年１１月から１２月にかけて

「金融機関利用に関する意識調査」（以下「意識

調査」）を実施した。この調査は、平成元年から

２年に１回実施しているもので、今回の平成１１年

度調査では通算６回目に当たる。意識調査は、金

融自由化など日本経済の構造変化が進展する中で

家計がどの金融機関・金融サービスを利用してい

るのかを把握するとともに、将来の金融市場に対

する家計の意識を明らかにすることを目的として

いる。

意識調査の質問項目については、毎回見直しを

行っており、例えば今回の調査では、前回の調査

以降に急展開した郵貯と民間金融機関のATM提

携サービス、インストアブランチ、デビットカー

ド等についての質問を新設する一方、多岐にわ

たっていたATM・CDの利用についての質問項目

を整理するなどの変更を行っている。

１．２ 意識調査方法等の概要

意識調査の調査方法については、これまでの調

査方法を踏襲しており、その概要は図表１のとお

４ 以上の結果から、世帯主年齢が高くなるほど利便性が重視され、若年層は収益性や安

全性を重視していると言える。また、貯蓄総額の多い家計では収益性や安全性が重視さ

れるため、今後、少子化が進むことにより遺産を残す必要性が小さくなり、貯蓄総額が

減った場合には、収益性や安全性は金融機関の選択理由として重視されなくなることが

予想される。当該分析は、金融機関が今後、高齢化、核家族化に伴い、顧客セグメント

別の商品設計、チャネル戦略において、何をセールスポイントとしていくべきかについ

て、示唆を与えるものとなっている。

図表１ 調査方法等の概要

対 象 項 目 調 査 方 法 の 内 容

調 査 地 域 全国

調 査 対 象 世帯人員２人以上の普通世帯（調査対象者は世帯主又は配偶者）

標 本 数 ４，５００世帯

抽 出 方 法 層化二段無作為抽出法

全国を郵政局別に１２層に分ける

各層の中の人口数をベースに５層に分ける

各層の世帯数に比例させて４，５００の標本数を配分

１地点１６世帯程度になるように地点を決定

対象世帯は各地点の住民票から抽出

調 査 方 法 留置記入依頼法

抽出された調査対象世帯に対し、調査員が調査票を持参

調査項目等を説明の上、記入を依頼

数日後に調査員が再び訪問して記入済みの調査票を点検、回収

調 査 時 期 平成１１年１１月２５日～平成１１年１２月１２日

回収数（回収率） ３，２６７（７２．６％）
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りである。調査対象は全国４，５００世帯で、層化二

段階無作為抽出法を採用することにより全国の地

域性、都市規模の特性に偏りがなく無作為にサン

プルを選ぶことが可能となっている。

調査方法は留置記入依頼法であり、あらかじめ

調査員が手渡した調査表を対象世帯が記入後再度

訪問して回収する方法を採っている。回収率は質

問紙留置法等と比較して高く、これまでの調査で

も７０％を超える回収率を維持している。

調査時期前後の金融情勢については、生き残り

をかけた大手銀行による大型合併が発表され、み

ずほフィナンシャルグループ等いわゆるメガバン

クが誕生する一方、国民銀行等第二地方銀行や信

用組合等が相次いで経営破たんし、金融再編が地

域金融機関においても進展した時期である。こう

した事情は、家計の金融機関選択にも影響を及ぼ

していると考えられる。

以下の構成は、まず第２章で意識調査の結果概

要について述べ、その後第３章において、本件

データを用いて、少子高齢化等による家族構成の

変化が、家計の金融機関選択理由にどのような影

響を与えるかについて、プロビット・モデルによ

る分析を行い、最後に２年後の調査に向けた課題

等をまとめ、むすびとする。

２ 意識調査の結果概要

この章では最初に金融機関の店舗に着目して、

家計の利用動向を概観し、次に預金や送金等金融

機関のサービス面に視点を当て、最後に金融取引

の電子化等今後普及していく新しいサービスを

ピックアップする。

２．１ 金融機関店舗の利用動向

ここでは家計の金融機関店舗の利用動向として、

まず「現在利用している金融機関」を取り上げる。

取引口座や借入がある、株取引があるなど現在利

用している金融機関をまとめたのが図表２―１で

ある。「郵便局」を利用していると回答した人の

割合が最も多く、以下、「地方銀行・第二地方銀

行（以下「地方銀行等」）」、「信用金庫・信用組合・

労働金庫（以下「信用金庫等」）」、「都市銀行」と

続いている。

次に家計がどのような判断基準で金融機関を選

んでいるのか、その理由について尋ねた結果をま

とめたものが図表２―２である。これをみると金

融機関を選択する理由として、「自宅や勤務先、

よく行く場所に近いから」と応える人の割合が

９２．０％と最も多く、次いで「名の通った金融機関

で信頼が高いから」、「外務員が訪問してくれるか

ら」、「勤め先との関係で」、「店舗数が多いから」

の理由がそれぞれ２０％台の後半となっている。こ

れを前回までの調査と比較すると、前回の調査以

降、金融機関の経営破たんが相次いだこともあり、

「名の通った金融機関で信頼が高いから」とする

割合が特に増加しているのが目立つ。一方、今回

初めて調査した「経営内容が優れているから」は

４．４％にとどまり、「商品の利率、利回りがいいか

ら」は依然として低い割合（８．３％）となってい

る。

家計が現在取引している金融機関の中で最も多

く利用している機関４）（以下「メイン金融機関」）

をまとめた結果が図表２―３である。ここでは、

現在利用している機関の順位とは異なり、「地方

銀行等」、「都市銀行」、「信用金庫等」、「郵便局」

の順番となっている。また、郵便局利用者につい

ては、メイン金融機関として利用する割合が低く、

逆に都市銀行を利用している家計の総数は相対的

に少ないものの、当該利用者の中でメイン金融機

４）ATM・CDを利用する、支店の窓口へ行く、外務員からの訪問を受ける、電話やインターネットでやり取りをするなど、取引
のために日ごろ接触する頻度が最も多い金融機関のこと。
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図表２―１ 現在利用している金融機関（複数回答）
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関として利用する割合が高いことがわかる。これ

を前回調査と比較すると、金融機関の間で順位の

変動は見られないが、「地方銀行等」及び「農協・

漁協（以下「農漁協」）」の回答割合は、減少して

いる。

次に無人店舗に関する調査結果について概観す

る。ATM・CDについては、現在、民間金融機関

と郵便貯金とのATM・CD提携やコンビニATM

といった、ATM網を拡大する動きが活発になっ

てきているが、そうした中で、ATM・CDがあっ

たらいいと思う場所を取りまとめたものが図表２

―４である。その結果は「コンビニエンスストア

（４１．８％）」の割合が最も高く、次いで「スーパー、

ディスカウントストア（２５．４％）」、「駅・空港等

交通施設（２２．８％）」の順となっている。

コンビニエンスストア、スーパーなど日常買い

物をするところにATM・CDを設置してほしいと

する要望が強いのがわかる。特にコンビニエンス

ストアは自宅から距離が近く、また多くの店が年

中無休で２４時間営業しているという利便性の点で

顧客の生活との密着度は抜群であり、利用者ばか

りでなく、金融機関にとってもその点が大きな魅

力となっている。

ATM・CDに対する要望としては図表２―５の

とおりで、「時間外手数料を安くしてほしい

（５４．５％）」、「他の機関で利用する時の手数料を

安くしてほしい（４７．５％）」が高くなっており、

利用手数料に関する要望が最も多くなっている。

前回までの調査との比較では、操作面等

ATM・CDの性能に関する要望の割合が低下傾向

にある。また、今回初めて調査した「稼動時間を

延長してほしい（３８．１％）」が「設置場所・台数

図表２―３ 最も多く利用している金融機関（単回答）
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遊園地・テーマパーク等レジャー施設�

街　頭�

その他�

特に希望はない�

不　明�

H11（N＝3,261）�

を増やしてほしい（３４．４％）」を上回っており、

既存ATM・CDの稼動時間に関するサービス向上

を求める要望も強くなっている。

２．２ 金融サービスの利用動向

利用金融機関を取引別にみると、公共料金・ク

レジットカードなどの自動引落しや給与・年金の

自動受取など決済口座としての利用金額が最も多

い金融機関としては、「地方銀行等（３９．５％）」の

回答割合が最も高く、次いで「都市銀行（２６．０％）」、

「信用金庫等（１６．４％）」の順となっている（図

表２―６）。また、預貯金額（投資額）の最も多

い金融機関としては、「地方銀行等（２８．４％）」の

割合が最も高く、次いで「郵便局（２６．６％）」、「都

市銀行（１８．８％）」の順となっている。

決済取引としての利用と貯蓄取引の利用を比較

すると、「地方銀行等」、「都市銀行」、「信用金庫

等」、「農漁協」は決済取引としての利用が多く、

その他の機関では貯蓄（投資）取引としての利用

が多くなっている。

２．３ これからの金融取引

近年、パソコンやインターネットの普及等によ

り、金融取引は、金融機関の既存の有人店舗以外

の場所でも行われるようになってきた。本節では、

ホームバンキングによる取引をまとめてみた。

最初に、電話やパソコンなどを利用して、自宅

で残高照会・口座振替などの金融取引ができる

ホームバンキング・サービスの認知については、

平成７年度の調査では、「現在利用している」と

図表２―４ ATM・CDがあったらいいと思う場所（複数回答）
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「知っているが利用していない」を合わせても３

人に１人程度の認知度であった。その後、平成９

年度の調査では、これが４０％を超え、今回（平成

１１年度）の調査に至っては過半数を超えるところ

まで上昇した。ところが実際にそれらを利用して

いる割合となると、全体からみればこの４年間ほ

とんど変化していない（図表２―７）。

次に、実際にこのホームバンキングを利用して

いる家計にどのような端末を使っているか質問し

たところ、「加入電話（６８．８％）」が最も多く、次

いで「パソコン（２２．６％）」、今回初めて調査に加

えた「携帯電話（２０．４％）」の順となっている（図

表２―８）。

ファックスは今回の調査以前は、加入電話に次

ぐ高い割合であったが、パソコンや携帯電話の普

及に伴い、それらの機器へ移行していく傾向を示

している。

なお、ゲーム専用機をホームバンキングにも活

用するという手段は、４．３％と現時点ではあまり

浸透していないことがわかる。

最後に現在はホームバンキングを利用していな

いが、「今後利用したいと思う」と回答した人に

使いたい端末を質問した。これらの家計が利用し

たい手段としては、「パソコン（インターネット

を含む）（６０．１％）」の割合が最も高く、次いで、

「加入電話（５７．７％）」、「FAX（３１．４％）」の順

となっている（図表２―９）。

前回までの調査との比較では、インターネット

の普及とともにパソコンが２０ポイント近くも増加

している。また過去の調査では、常にトップだっ

図表２―５ ATM・CDに対する要望（複数回答）
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図表２―６ 取引別の利用金融機関（単回答）

図表２―７ ホームバンキング・サービスの認知等（単回答）
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た加入電話とFAXが、いずれも前回調査から１０

ポイント以上も下がった。これはパソコンやイン

ターネットの一般家庭への浸透と相俟って、ｉ

モードの普及など、携帯電話の台頭によるところ

が大きいといえ、新たな金融取引手段として注目

されていることがわかる。

２．４ アンケート結果のまとめ

以上のアンケート結果をまとめることとする。

まず家計が金融機関を選ぶ第一条件が「近いこ

と」であることは従来どおりであるが、金融ビッ

グバンの進展に伴い、金融機関の経営破綻などを

反映して、信頼性を求める傾向が一段と強くなっ

てきている。

図表２―８ ホームバンキング・サービスで使用している端末（複数回答）

図表２―９ ホームバンキング・サービスで今後使用したい端末（複数回答）
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また最近、コンビニバンキングやATMの相互

接続、それに休日稼動や稼働時間延長等、

ATM・CDを取り巻く状況が大きく変化している

中にあって、それらに対する要望は、利用する場

所や時間帯・手数料など、利便性の向上に関係す

るものが増えている。こうした中、コンビニエン

スストアでのATM・CD設置に対する希望割合が

高くなっている。

さらに金融取引の動向については、パソコン

（インターネット）の利用が普及するとともに、

携帯電話が新たな金融取引手段として浸透する見

通しであることが、本アンケート結果からも推測

される。

３ 家族構成の変化と金融機関選択理由に関する

分析

３．１ 分析概要

出生率の低下と平均寿命の上昇により、日本で

は高齢化が進むことが明らかである。さらに核家

族化も進んでおり、今後は高齢者のみの世帯や少

人数世帯が増えると考えられる。このような家族

構成の変化に伴い、家計が金融機関を選択する際

の基準も変わることが予想される。

この章では、家計の金融機関選択理由が得られ

る個票データを利用して、家族構成の違いが、選

択理由にどのように影響を与えるのかをプロビッ

ト・モデルにより分析する。分析には平成７年、

平成９年、平成１１年の３年分のデータを用い、年

齢の効果が高齢化によるものか、コーホートやそ

の時点での経済情勢によるものなのかについても

検討する。

日本では年功賃金制が成立しているため、年齢

が高くなるほど所得も高くなる。したがって、家

計が金融機関にアクセスする場合、アクセスする

かわりに働くことによって得られていたはずの所

得の喪失、すなわち機会費用は年齢に伴い高くな

る。また、家族構成員のうち働いている人の比率

が増えると、その家計にとって、働く時間を金融

機関へのアクセスに費やすことで失う機会費用は

より高くなる。一方で、少々遠くても、高い金利

が得られるのであれば、家計は収益が機会費用を

上回る場合に、利便性よりも収益を重視するはず

である。収益は貯蓄額が高くなるほど高いという

のが一般的である。さらに、リスクの問題がある。

ライフステージの段階によって家計のリスクに対

する考え方は異なるであろう。したがって、家計

の利便性や収益、リスクに対する考え方は、その

家計の家族構成や貯蓄額と非常に関係が深いとい

える。

以下の本文の構成は次のとおりである。２節で

は家族構成の変化と金融機関、あるいは金融資産

選択との関係について研究した先行研究について

言及し、３節では利用データの説明を行う。４節

では利用データより、家族構成と選択理由との関

係を集計値で示す。５節ではプロビット・モデル

を利用した推計結果を示す。６節はむすびである。

３．２ 先行研究

この節では、家族構成と金融機関や金融資産の

選択との関係について言及した先行研究をいくつ

か取り上げる。まず、家計の金融資産選択に関す

る実証分析で代表的なものには、松浦・橘木

［１９９１］がある。彼らは貯蓄動向調査５年分の豊

富なデータを用いて、トービット・モデル（type

２）により、金融資産の選択と家計の属性との関

係を分析している。トービット・モデル（type２）

を利用することで、金融資産の保有関数（選択確

率）と需要関数（金融資産額）の両方を同時に推

定することができる。その結果より、年収や家族

人数、就業者数、持ち家、金融資産残高、世帯主

の年齢といった家計の属性が、保有関数や需要関

数に影響を与えていることが観察されている。な
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お、彼らの研究では取扱い金融機関別の金融資産

を対象としているため５）、金融資産の選択のみな

らず、本研究の着目する金融機関の選択について

も言及することができる。

最近では、福重［２０００］が日本経済新聞社の『金

融行動調査』のデータを利用して郵便貯金と銀行

預金の保有確率に関し、要求払預金と定期性預金

のそれぞれについて決定要因を分析している。こ

の研究でも、世帯主の年齢や世帯人員、総所得、

金融資産総額といった家計の属性が各預貯金の選

択確率に影響を与えている。しかし、この研究で

は、郵便貯金と銀行預金との補完性を調べること

に着目したもので、その他の金融機関や金融商品

については言及されていない。

以上の研究では、家計が金融商品を選択する際、

何を重視しているかといった、選択基準について

は明示的には示されていない。一方、利便性や金

利差と金融資産の選択とに着目した研究には、堀

内・佐々木［１９８２］、井上・宮原・深沼［１９９８］、

吉野・和田［２０００］がある。これらの研究では都

市規模階級別や都道府県レベルのマクロデータを

利用しているが、利便性や収益の代理変数を加え

ている点で、「金融資産選択の際に何が重視され

るか」という点がより明らかとなっているといえ

る。実際、吉野・和田の研究では、店舗への利便

性や金利差、金利が上昇局面か下降局面かによっ

て、銀行預金と郵便貯金の残高が決定されること

が示されている。しかし、マクロレベルのデータ

では、個々の家計に関する情報が相殺されてし

まっている可能性があるので、ミクロレベルの

データを利用するのが望ましい。

個票データを利用して、各家計にとって最も近

い金融機関であるかどうかが金融機関の選択に与

える影響を調べたものには奥井［２０００］がある。

この研究では、本研究で利用した「意識調査」（平

成１１年度）を用いている。これまで個票データを

利用している場合でも、利便性についての正確な

情報が得られないため、地域における金融機関の

店舗数から作成した変数が利用されていた。奥井

の研究では、各家計にとっての相対的な金融機関

の近さについての情報を利用している点で画期的

といえよう。ただし、この研究では、金融機関選

択の際に重視されると予想される利便性以外の指

標、すなわち収益やリスクについては特に言及さ

れていない。

西久保［１９９８］は、ラダリング法といわれる手

法を用い、消費者が金融商品を選択する際、いく

つかの心理的なステップを踏んでいることを考慮

した。すなわち、まず、金融商品の客観的属性に

対し、商品から得られる機能的な効用、便益があ

る。その機能的な効用、便益から、商品から得ら

れる情緒的な効用、便益が得られる。そして、最

終的に消費者の価値観が満たされるのである。聞

き取り調査によって、これらのステップを明らか

にする方法をとることで、消費者が金融商品利用

の際、何を考えているかが明らかになる。しかし、

この調査には多大な労力がかかり、サンプル数が

少なくなる。また、西久保は年齢や家族構成等の

家計の属性と選択の際に何を重視するかについて

は明らかにしていない。

本研究では、家計の属性が、利便性、収益、リ

スクといった金融機関選択の基準に与える影響を

明らかにする。この研究によって、今後の家族構

成の変化に伴い、金融機関が今後どのような点に

力を入れて顧客サービスを行っていくべきかの参

考となることが期待される。

５）具体的には、郵便貯金、銀行預金、相互銀行等預金、簡易保険、生命保険、株式、債券、株式投信、公社債投信、信託に分け
られている。現在は、株式投信などいくつかの金融商品に金融機関の垣根がなくなっているが、当時はこれらの金融商品は各
金融機関に特有のものであったといえる。
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３．３ 利用データ

本研究では、平成７年度、平成９年度、平成１１

年度の「意識調査」により、家計レベルの個票デー

タを利用した。対象となる家計は年によって異な

り６）、また第１章で述べたとおり質問項目にも若

干違いがあるが、継続されている質問項目も多い。

特に、利用している金融機関や、その金融機関の

選択理由を尋ねる項目は継続して存在している。

１時点のデータを利用したクロスセクション分

析では、世帯主の年齢が金融機関の選択理由に影

響を与えるという結果が得られた場合でも、高齢

化が影響するのか、その時点における高齢者の

コーホートが影響しているのかはわからない。年

齢に伴う意識の変化を分析するには、パネルデー

タを利用する必要がある。本研究で利用するデー

タでは、対象世帯は年によって異なるのでパネル

分析はできないが、異なる時点のデータを利用し、

年齢の影響が一定であるかどうかをみることで、

コーホートの影響を推測することが可能である。

実際の分析対象は、�１世帯主年齢２０歳以上５９歳

以下で世帯主が常勤労働者として働いている世

帯７）（以下�１グループ）、�２世帯主年齢６０歳以上６９

歳以下の世帯（以下、�２グループ）、の２つであ

る。�２の高齢者世帯については、世帯主の職業が

常勤労働者以外（無職を含む）のサンプルも含ん

でいる。また、家計の属性（世帯主年齢、年収、

金融資産総額、借入（住宅ローン、カードローン

など）の有無８）、家族人数、家族のうち職業を持っ

ている者の人数９）、持ち家の有無）についての情

報が得られないサンプルも落とした。サンプルを

限定した結果、サンプル数は、�１の世帯主年齢２０

―５９歳については、平成７年が１４８２世帯、平成９

年が１３３３世帯、平成１１年が１３１６世帯、�２の世帯主

年齢６０―６９歳については、平成７年が５８９世帯、

平成９年が４８６世帯、平成１１年が４２０世帯となる。

分析に利用した主な変数の記述統計量を図表３

―１に示す。

３．４ 年齢層別選択理由

この節では、年齢層別に金融機関選択理由の構

成が異なるかをみる。各年の調査では、「家計が

現在利用している金融機関」について、その金融

機関を選んでいる理由を複数回答させている。そ

こで、金融機関選択理由として「自宅や勤務先、

よく行く場所に近い」を選択している家計は利便

性を、「商品の利率、利回りが良い」を選択して

いる家計は収益性を、「名の通った金融機関で信

頼が高いから」を選択している家計は安全性を選

択基準としていると設定し１０）、それぞれの理由を

選択している家計の比率を調べた。

図表３―２では世帯主年齢２０―５９歳で常勤労働

者の�１グループ、図表３―３では世帯主年齢６０―

６９歳の�２グループについて、各年における利便性、

収益性、安全性を選択している家計の比率をパー

センテージで示した。

いずれのケースにおいても、利便性は最も比率

６）この調査は全国の世帯人員２人以上の普通世帯４５００世帯を対象としているが、平成９年度調査では、世帯主年齢７０歳以上の世
帯を調査対象から除いている。

７）年によって職業の尋ね方が異なるので、平成７年度では、一般従業者（雇用されている人）、平成９年度、平成１１年度調査で
は、�１常勤で（フルタイムで）民間企業に勤務、�２常勤で（フルタイムで）官公庁に勤務、�３常勤で（フルタイムで）その他
団体に勤務している場合を対象としている。

８）先行研究では、説明変数に借入金の額を利用しているものが多いが、今回利用したデータでは借入金総額を尋ねる質問項目は
平成９年度調査では存在しない。そのため、借入の有無の情報を利用した。

９）平成７年度調査では、「働いて収入を得て」いる者の人数。
１０）選択肢には、「店舗数が多いから」という項目もあり、利便性を表す指標の１つと解釈することもできる。また、平成１１年度

の調査に限って「経営内容が優れているから」という選択肢があり、これは安全性を示す指標と解釈できる。利便性と安全性
の定義をこれらの選択肢を含めたものに拡張した分析も行ったが、その結果は本研究結果と大きく変わらなかった。
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図表３―１ 変数の記述統計量
１９９５年

世帯主年齢 ２０―５９歳 ６０―６９歳

平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値

世帯主年齢 ４４．４ ８．８ ２１．０ ５９．０ ６３．８ ２．８ ６０．０ ６９．０
常勤労働者 ０．３４６ ０．４７６ ０．０００ １．０００
自営業・会社経営 ０．２９５ ０．４５７ ０．０００ １．０００
パート・アルバイトその他 ０．０６８ ０．２５２ ０．０００ １．０００
無職 ０．２９０ ０．４５４ ０．０００ １．０００
年収 ６４７．１ ３３４．９ １００．０ ２４００．０ ６１１．７ ４１３．５ １００．０ ２４００．０
貯蓄総額 ６４３．０ ８８８．２ １００．０ ６０００．０ １３４３．５ １５３３．７ １００．０ ６０００．０
ローン有ダミー変数 ０．３３９ ０．４７３ ０．０００ １．０００ ０．１７５ ０．３８０ ０．０００ １．０００
家族人数 ３．９９１ １．１４４ ２．０００ ６．０００ ３．５８９ １．４４２ ２．０００ ６．０００
勤労者比率 ０．４８６ ０．２３３ ０．１６７ １．０００ ０．５６０ ０．２２９ ０．１６７ １．０００
持ち家ダミー変数 ０．６２７ ０．４８４ ０．０００ １．０００ ０．８７４ ０．３３２ ０．０００ １．０００
都市規模１ ０．２０６ ０．４０４ ０．０００ １．０００ ０．１８７ ０．３９０ ０．０００ １．０００
都市規模２ ０．３３２ ０．４７１ ０．０００ １．０００ ０．２８４ ０．４５１ ０．０００ １．０００
都市規模３ ０．２０２ ０．４０１ ０．０００ １．０００ ０．１９５ ０．３９７ ０．０００ １．０００
都市規模４ ０．０５４ ０．２２６ ０．０００ １．０００ ０．０８８ ０．２８４ ０．０００ １．０００
都市規模５ ０．２０６ ０．４０５ ０．０００ １．０００ ０．２４６ ０．４３１ ０．０００ １．０００

サンプル数 １４８２ ５８９

１９９７年

世帯主年齢 ２０―５９歳 ６０―６９歳

平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値

世帯主年齢 ４４．４ ９．２ ２２．０ ５９．０ ６３．７ ２．８ ６０．０ ６９．０
常勤労働者 ０．２４７ ０．４３２ ０．０００ １．０００
自営業・会社経営 ０．４３８ ０．４９７ ０．０００ １．０００
パート・アルバイトその他 ０．０７８ ０．２６９ ０．０００ １．０００
無職 ０．２３７ ０．４２５ ０．０００ １．０００
年収 ６７６．９ ３５０．４ １６０．０ ２５００．０ ５９７．８ ４００．３ １６０．０ ２５００．０
貯蓄総額 ７１８．１ ９５５．３ １６０．０ ６２５０．０ １２５０．６ １４１０．５ １６０．０ ６２５０．０
ローン有ダミー変数 ０．４１５ ０．４９３ ０．０００ １．０００ ０．２００ ０．４００ ０．０００ １．０００
家族人数 ４．０１１ １．２５９ ２．０００ １１．０００ ３．３８１ １．５８０ ２．０００ １０．０００
勤労者比率 ０．４８７ ０．２３８ ０．１２５ １．０００ ０．５９７ ０．２４０ ０．１２５ １．０００
持ち家ダミー変数 ０．６８３ ０．４６５ ０．０００ １．０００ ０．８９５ ０．３０７ ０．０００ １．０００
都市規模１ ０．２１０ ０．４０７ ０．０００ １．０００ ０．２０８ ０．４０６ ０．０００ １．０００
都市規模２ ０．３１５ ０．４６５ ０．０００ １．０００ ０．２６５ ０．４４２ ０．０００ １．０００
都市規模３ ０．２０８ ０．４０６ ０．０００ １．０００ ０．１９８ ０．３９９ ０．０００ １．０００
都市規模４ ０．０７３ ０．２６０ ０．０００ １．０００ ０．０７６ ０．２６５ ０．０００ １．０００
都市規模５ ０．１９４ ０．３９６ ０．０００ １．０００ ０．２５３ ０．４３５ ０．０００ １．０００

サンプル数 １３３３ ４８６

１９９９年

世帯主年齢 ２０―５９歳 ６０―６９歳

平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値

世帯主年齢 ４４．６ ９．１ ２１．０ ５９．０ ６４．０ ２．８ ６０．０ ６９．０
常勤労働者 ０．２５２ ０．４３５ ０．０００ １．０００
自営業・会社経営 ０．４１４ ０．４９３ ０．０００ １．０００
パート・アルバイトその他 ０．１１０ ０．３１３ ０．０００ １．０００
無職 ６４９．４ ３２６．０ １００．０ ２４００．０ ０．２２４ ０．４１７ ０．０００ １．０００
年収 ６３６．０ ８７２．７ １００．０ ２４００．０ ６０７．６ ４１５．７ １００．０ ２４００．０
貯蓄総額 ６３６．０ ８７２．７ １００．０ ６０００．０ １２９３．１ １４７６．５ １００．０ ６０００．０
ローン有ダミー変数 ０．４６０ ０．４９９ ０．０００ １．０００ ０．２４８ ０．４３２ ０．０００ １．０００
家族人数 ３．９３５ １．２７６ ２．０００ ８．０００ ３．５２９ １．５３８ ２．０００ ８．０００
勤労者比率 ０．５０２ ０．２４１ ０．１４３ １．０００ ０．６０１ ０．２４１ ０．１２５ １．０００
持ち家ダミー変数 ０．６５７ ０．４７５ ０．０００ １．０００ ０．８６７ ０．３４０ ０．０００ １．０００
都市規模１ ０．２０１ ０．４０１ ０．０００ １．０００ ０．２３６ ０．４２５ ０．０００ １．０００
都市規模２ ０．３４０ ０．４７４ ０．０００ １．０００ ０．２４０ ０．４２８ ０．０００ １．０００
都市規模３ ０．２１２ ０．４０９ ０．０００ １．０００ ０．１８３ ０．３８７ ０．０００ １．０００
都市規模４ ０．０５５ ０．２２８ ０．０００ １．０００ ０．０７４ ０．２６２ ０．０００ １．０００
都市規模５ ０．１９２ ０．３９４ ０．０００ １．０００ ０．２６７ ０．４４３ ０．０００ １．０００

サンプル数 １３１６ ４２０

注：都市規模１＝１２大都市、２＝人口１５万人以上、３＝人口５万人以上、４＝人口５万人未満、５＝郡部
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が高い。利便性は世帯主年齢４０―４９歳、５０―５９歳

で比率が高く、収益性は平成９年を除いて年齢層

が高くなるほど比率が低くなる傾向がある。安全

性の比率は、�１グループにおいても�２グループに

おいても、最近になるほど上昇していることがわ

かる。特に、�２のグループでは、平成７年が２１％

であったのに対し、平成１１年では３５％にまで上昇

している。逆に、収益性の比率は年々減少傾向に

ある。不況による金利の低下と不良債権問題等に

起因する金融機関に対する不信感から、最近にな

るほど収益性よりも安全性を求める家計が増えて

いることが伺える。

家計が金融機関を選択する際には、決済目的と

貯蓄目的の２つの目的が考えられる。決済目的の

金融機関は、収益を最初から期待していないため、

利便性や、給与振り込みとの関係、あるいはロー

ンとの関係で決まると予想される。一方、貯蓄目

的の金融機関は、収益、利便性、リスクの３つを

考慮して決定されることが予想され、家計の判断

図表３―２ 年齢送別選択基準構成比（％）

世帯主年齢２０―５９歳で常勤労働者

１９９５年 複 数 回 答

年 齢 層 利 便 性 収 益 性 安 全 性

２０歳以下２９歳以下 ８６．４２ ２５．９３ １９．７５

３０歳以上３９歳以下 ８４．００ １６．００ １８．５７

４０歳以上４９歳以下 ８８．２１ １２．８２ １８．９７

５０歳以上５９歳以下 ９０．５６ １５．２４ １９．７４

合 計 ８７．８５ １５．０５ １９．１６

１９９７年 複 数 回 答

年 齢 層 利 便 性 収 益 性 安 全 性

２０歳以上２９歳以下 ８２．８０ ５．３８ １３．９８

３０歳以上３９歳以下 ８６．０７ ９．６０ ２２．９１

４０歳以上４９歳以下 ９０．５２ ８．８４ ２０．４７

５０歳以上５９歳以下 ８８．７４ １１．０４ １９．６５

合 計 ８８．３０ ９．５３ ２０．３３

１９９９年 複 数 回 答

年 齢 層 利 便 性 収 益 性 安 全 性

２０歳以上２９歳以下 ９２．４１ １１．３９ ２６．５８

３０歳以上３９歳以下 ９２．００ ９．８５ ３１．６９

４０歳以上４９歳以下 ９６．７３ ９．３５ ２７．５７

５０歳以上５９歳以下 ９４．４２ ８．４７ ２９．７５

合 計 ９４．４５ ９．２７ ２９．３３

注：数値は各選択基準を選択している家計の比率を示す。

図表３―３ 高齢者世帯選択基準構成比（％）

世帯主年齢６０―６９歳、複数回答

年 利 便 性 収 益 性 安 全 性

１９９５年 ８９．６４ １２．２２ ２１．０５

１９９７年 ８５．１９ ９．８８ ２３．２５

１９９９年 ８７．１４ ８．８１ ３５．００

注：図表３―２に同じ。

図表３―４ 年齢層別貯蓄目的主要金融機関選択
基準構成比（％）

世帯主年齢２０―５９歳で常勤労働者

１９９５年 複 数 回 答

年 齢 層 利 便 性 収 益 性 安 全 性

２０歳以上２９歳以下 ５８．０ ２８．４ １９．８

３０歳以上３９歳以下 ５５．４ ２０．３ １６．６

４０歳以上４９歳以下 ６３．２ １５．４ １７．８

５０歳以上５９歳以下 ７０．０ １４．２ １９．３

合 計 ６３．２ １６．９ １８．１

１９９７年 複 数 回 答

年 齢 層 利 便 性 収 益 性 安 全 性

２０歳以上２９歳以下 ７４．２ １９．４ ２５．８

３０歳以上３９歳以下 ６８．７ １７．０ ２７．６

４０歳以上４９歳以下 ７３．７ １２．１ ２６．１

５０歳以上５９歳以下 ７５．９ １７．４ ２１．６

合 計 ７３．３ １５．６ ２４．９

注：図表３―２に同じ。

図表３―５ 高齢者世帯貯蓄目的主要金融機関選
択基準構成比（％）

世帯主年齢６０―６９歳、複数回答

年 利 便 性 収 益 性 安 全 性

１９９５年 ７３．２ １２．４ ２２．４

１９９７年 ７７．４ １１．３ ２７．８

注：図表３―２に同じ。
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が大きく反映する。

そこで、続いては、最も貯蓄額の多い金融機関

である貯蓄目的主要金融機関の選択理由の構成比

に着目する。平成１１年度調査では、貯蓄目的主要

金融機関の選択理由を尋ねていないので、平成７

年、平成９年のデータについてのみ示す。図表３

―４と図表３―５に、�１グループ、�２グループの

それぞれについて、貯蓄目的主要金融機関の選択

基準構成比を示す。

貯蓄目的主要金融機関の選択基準では、利用金

融機関の選択基準と比べて、利便性の比率が低く

なり、収益性の比率が高くなることがわかる。安

全性は、平成９年において、利用金融機関の選択

基準に比べ、貯蓄目的主要金融機関の選択基準で

比率が高くなる。利便性の比率は低くはなってい

ても、３つの選択基準のうちでは最も比率が高い。

収益性が重視されると予想された貯蓄目的主要金

融機関の選択においても、利便性が重要な要因と

なることが伺える。

３．５ 金融機関選択理由に関する推計結果

�１ 利用金融機関の選択理由に関する推計結果

以下では、平成７年、平成９年、平成１１年の３

年分のデータをプールし、家計が、利便性、収益

性、安全性のそれぞれを利用金融機関の選択理由

とする場合、家計の属性がどのような影響を与え

ているかを分析した結果を示す。分析は、被説明

変数を、それぞれの選択理由（利便性、収益性、

安全性）を選んでいる場合に１、それ以外は０と

するダミー変数とし、説明変数に家計の属性を用

いたプロビット・モデルにより行う。世帯主年齢

２０―５９歳で常勤労働者の�１グループ、世帯主年齢

６０―６９歳の�２グループのそれぞれについて推計を

行った。各選択理由の選択は、多肢選択による。

説明変数に利用したのは、世帯主年齢、年収対

数、貯蓄総額対数、ローンダミー変数（住宅ロー

ン・カードローンなどの借入がある場合に１、そ

れ以外は０をとるダミー変数）、家族人数、家族

内勤労者比率１１）、持ち家ダミー変数、都市規模ダ

ミー変数である。年収や貯蓄総額は平成７年を

１００とする消費者物価指数でデフレートした。都

市規模ダミー変数は、１２大都市をベースとし、人

口１５万人以上、人口５万人以上、人口５万人未満、

郡部の４つを加えている。さらに、年によって、

各変数の与える影響が異なる可能性を考慮し、平

成７年をベースとして、平成９年ダミー変数、平

成１１年ダミー変数と、これらの年ダミー変数と各

説明変数との交差項を加えた。

また、�２グループでは、世帯主が常勤労働者以

外のサンプルも含むので、世帯主の職業ダミー変

数を加えた。職業ダミー変数は、世帯主が無職を

ベースとして、世帯主の職業が�１常勤労働者、�２

個人経営・自営業、農林漁業に従事、�３パート・

アルバイトに従事、その他、である場合の３つを

加えた。職業ダミー変数に関しても、年ダミー変

数との交差項を加えた。

推計結果では、変数の平均値のまわりで、家計

の属性が１単位変化したとき、各選択理由の選択

確率が何％変化するかを示す限界効果を提示して

いる。ダミー変数の限界効果は、ダミー変数が１

の時に選択確率が何％変化するかを示すものであ

る。

�１グループの推計結果を図表３―６に示す。

まず、家族属性が利便性の選択に与える影響を

みる。世帯主年齢は有意にプラスである。所得や

貯蓄総額などの他の要因を取り除いても、世帯主

の年齢は利便性と正の相関を持つといえる。その

他の変数に関しては、家族人数が有意にプラスで

１１）職業を持っている人の人数を家族人数で割った値で表される。
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図表３―６ 金融機関選択理由決定要因推計結果（世帯主年齢２０―５９歳）

利 便 性 収 益 性 安 全 性

限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

１９９７年ダミー ０．１４５１ ０．０９２４ －０．１５８８ ０．１０１８ －０．０２５４ ０．２２２２

１９９９年ダミー ０．０７２１ ０．１１８３ －０．１４７９ ０．１００４ ０．５０９８ ０．２３０４

世帯主年齢 ０．００２１ ０．０００９ －０．００３１ ０．００１０ －０．００３２ ０．００１６

×１９９７年 －０．０００２ ０．００１３ ０．００２９ ０．００１５ ０．００１７ ０．００２２

×１９９９年 －０．００１６ ０．００１５ －０．０００２ ０．００１５ ０．００１１ ０．００２２

年収対数 ０．０１６０ ０．０１６６ ０．０１３８ ０．０１７８ ０．０４８９ ０．０２９０

×１９９７年 －０．０２２７ ０．０２５４ －０．０３０２ ０．０２８５ ０．００１１ ０．０４２４

×１９９９年 ０．０１７８ ０．０２７６ ０．００３２ ０．０２８２ －０．０３０７ ０．０４００

貯蓄総額対数 ０．００５６ ０．００７９ ０．０４６５ ０．００７８ ０．０６０１ ０．０１２４

×１９９７年 －０．００４７ ０．０１２１ ０．０２６４ ０．０１３０ －０．０１６１ ０．０１９１

×１９９９年 －０．００１７ ０．０１２９ ０．００５８ ０．０１２２ －０．０２０１ ０．０１７０

ローン有ダミー変数 －０．００６１ ０．０１６６ ０．０１０５ ０．０１６５ ０．０５３２ ０．０２６５

×１９９７年 ０．００６４ ０．０２２１ ０．０１５０ ０．０２７０ －０．０１２５ ０．０３５６

×１９９９年 －０．００６９ ０．０２７６ －０．００６４ ０．０２４２ －０．０６１８ ０．０３１０

家族人数 ０．０１３５ ０．００７４ －０．０１１３ ０．００７６ －０．０１４５ ０．０１２３

×１９９７年 －０．００８４ ０．０１０３ ０．００６３ ０．０１１３ ０．０１２０ ０．０１６７

×１９９９年 －０．０１４９ ０．０１１５ ０．０１１６ ０．０１１１ －０．０２１９ ０．０１６１

家族内勤労者比率 －０．０２９１ ０．０３６０ －０．０４４２ ０．０３６６ －０．０２３６ ０．０５８９

×１９９７年 －０．００４４ ０．０５１８ ０．０２４１ ０．０５７２ －０．０２３９ ０．０８４５

×１９９９年 －０．０４１６ ０．０５７４ ０．０４４７ ０．０５６２ －０．１０２４ ０．０８０４

持ち家ダミー変数 －０．００６８ ０．０１７８ ０．００８０ ０．０１７６ ０．０００６ ０．０２８９

×１９９７年 ０．００１６ ０．０２６４ －０．０２１１ ０．０２６６ －０．０１１６ ０．０４２１

×１９９９年 ０．０２９４ ０．０２５４ －０．０３６２ ０．０２３７ ０．０４８７ ０．０４３３

都市規模２（人口１５万人以上） －０．０２９８ ０．０２３４ －０．０２５３ ０．０１７３ －０．０２９４ ０．０２９７

×１９９７年 ０．０２７０ ０．０２４８ ０．００３１ ０．０３００ ０．００７３ ０．０４５１

×１９９９年 ０．０１０４ ０．０３３１ ０．０４６３ ０．０３８２ ０．０５２３ ０．０４７４

都市規模３（人口５万人以上） －０．０５４９ ０．０２９８ －０．０４２８ ０．０１７５ －０．０８１６ ０．０３１１

×１９９７年 ０．０３０４ ０．０２５９ －０．０２９３ ０．０２８７ ０．０２９３ ０．０５５１

×１９９９年 ０．０１２２ ０．０３５２ ０．０９２６ ０．０５２２ ０．０５０５ ０．０５５４

都市規模４（人口５万人未満） －０．１８６６ ０．０６２４ －０．０５５９ ０．０２２２ －０．０７０６ ０．０４８０

×１９９７年 ０．０４８３ ０．０２５１ －０．０２６４ ０．０４７２ ０．０７２９ ０．０８９６

×１９９９年 ０．０４２０ ０．０３２９ ０．０７１５ ０．０８６０ ０．１５０４ ０．１００４

都市規模５（郡部） －０．０９１３ ０．０３２９ －０．０７０８ ０．０１５７ －０．０７００ ０．０３２１

×１９９７年 ０．０４４６ ０．０２１９ ０．１２８７ ０．０５９３ ０．０３０６ ０．０５６５

×１９９９年 ０．０３７４ ０．０２８６ ０．１２２２ ０．０６２２ ０．０５９８ ０．０５８２

選択確率 ０．９０１０ ０．１１４３ ０．２２７８

×の平均値における選択確率 ０．９１０１ ０．０９６０ ０．２１８５

擬似決定係数 ０．０４２３ ０．０７９１ ０．０３８２

サンプル数 ４１３１ ４１３１ ４１３１

＊＊＊…１％水準で有意、＊＊…５％水準で有意、＊…１０％水準で有意
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＊＊ ＊＊＊ ＊＊

＊
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ある以外は、家族属性で有意なものは観察されな

い。また、年ダミー変数との交差項で有意なもの

はない。

次に家族属性が収益性の選択に与える影響をみ

る。世帯主の年齢はマイナスに有意である。しか

し、平成９年においては、世帯主年齢が収益性の

選択に与える影響がほとんど観察されない。

（－０．００３１＋０．００２９＝－０．０００２）。いずれにせよ、

世帯主年齢が高くなるほど、収益性が選択されな

くなる傾向が示される。貯蓄総額対数はプラスに

有意である。貯蓄総額が多いほど同じ収益率で得

られる収益が大きくなることから、納得のいく結

果である。

最後に、家族属性が安全性に与える影響につい

てみる。安全性の選択確率に関して特筆すべきこ

とは、平成１１年ダミー変数が有意にプラスである

ことである。平成１１年は長引く不況や金融不安か

ら、安全性を重視する傾向が高まっていることが

伺える。その他の家族属性についてみる。世帯主

年齢はマイナスに有意である。収益性と安全性と

は反対の関係にあることから、収益性に対しても

安全性に対しても、世帯主年齢がマイナスに有意

という結果は一貫性がないように思える。あるい

は、年齢層が高くなると、家計によって、収益を

重視するか、安全を重視するかといった、両極端

の選択が行われるのかもしれない。年収対数は有

意にプラスである。年収が高いと、金融機関にア

クセスすることで失う機会費用が大きいというこ

とから、安全性よりはむしろ利便性を重視するこ

とが予想されたが、この結果は予想とは異なる。

貯蓄総額対数はプラスに有意である。貯蓄総額

が大きいと、金融機関が破たんした場合に被る損

害も大きくなるという点から、安全性を重視する

という結果は納得のいくものである。さらに、

ローン有ダミー変数がプラスに有意であり、ロー

ンのある家計では安全性を選択理由とする確率が

高いといえる。ただし、ローン有ダミー変数と平

成１１年ダミー変数との交差項の係数値から、平成

１１年にはローンがある場合は安全性の選択にむし

ろマイナスの影響を与えていることがわかる

（０．０５３２－０．０６１８＝－０．００６６）。

続いて、世帯主年齢６０―６９歳の�２グループによ

る推計結果を、図表３―７に示す。

家計の属性が利便性に与える影響については、

貯蓄総額対数が有意にプラスであるが、平成９年

ダミー変数との交差項が有意にマイナスで、係数

の絶対値が大きいため、平成９年については、貯

蓄総額が利便性の選択に与える影響がマイナスと

なるといえる。�１グループで有意であった世帯主

年齢は�２グループでは有意でないが、�２グループ

では世帯主の年齢幅が６０～６９歳と狭いため、年齢

の効果が表れにくかったと予想される。

収益性に関しては、貯蓄総額対数がプラスに有

意である。�１グループ同様、高齢者においても、

貯蓄総額が多いほど収益性を重視して金融機関を

選択するといえる。

安全性に関しては、貯蓄総額がプラスに有意と

なる。世帯主年齢は有意であるが、係数の符号や

値がまちまちであることから、各年で一貫してい

ない。これは、前に記したように、�２グループの

世帯主年齢の幅は狭いことが影響していると考え

られる。

以上の結果より、特に�１グループにおいて、年

齢が利便性や収益性、安全性の選択に与える影響

がいくらか観察された。ここで、年齢の影響は加

齢が与える影響なのか、それぞれの年における経

済状況やコーホートの影響によるものかという問

題が生じる。次の項では、加齢の効果とコーホー

ト効果に着目した分析を行う。

�２ 加齢の影響とコーホートの影響

本項では、利便性、収益性、安全性の各要因に
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図表３―７ 金融機関選択理由決定要因推計結果（世帯主年齢６０―６９歳）

利 便 性 収 益 性 安 全 性

限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

１９９７年ダミー ０．５３０８ ０．３５８６ ０．１２９１ ０．６２４３ －０．８３１６ ０．１９５９
１９９９年ダミー ０．３３４４ ０．２９８９ ０．２００５ ０．７９３２ －０．５１８７ ０．２７９５

世帯主年齢 ０．００３５ ０．００５２ ０．００４４ ０．００３８ －０．０１１８ ０．００７１
×１９９７年 －０．００９９ ０．００７２ －０．００５６ ０．００６１ ０．０２４３ ０．０１０２
×１９９９年 －０．００５８ ０．００７６ －０．００２９ ０．００６６ ０．０１７２ ０．０１０２

常勤労働者 －０．０１９０ ０．０４０６ －０．０００３ ０．０２９０ －０．０１６０ ０．０４９３
×１９９７年 －０．０４９４ ０．０７４２ －０．０３２０ ０．０３５７ －０．０５１８ ０．０７２１
×１９９９年 ０．０７６４ ０．０３２２ －０．０６４０ ０．０２１７ －０．０１８４ ０．０７４９

自営業・会社経営 －０．０６４７ ０．０４２３ －０．００７４ ０．０３１０ －０．０１７５ ０．０５３４
×１９９７年 －０．００５１ ０．０５６８ －０．０２８５ ０．０３８４ －０．０６４４ ０．０６９４
×１９９９年 ０．０４０８ ０．０４３５ －０．０６７１ ０．０２３７ －０．０２６９ ０．０７３４

パート・アルバイトその他 ０．０８３５ ０．０４３６ ０．１１０７ ０．０６８７ －０．０９３１ ０．０６９６
×１９９７年 －０．１９０５ ０．１９８５ －０．０５０２ ０．０３１９ ０．１１２５ ０．１４３７
×１９９９年 －０．０８９８ ０．１５９７ －０．０７５０ ０．０１４３ ０．１１４８ ０．１３７３

年収対数 ０．００２９ ０．０２６８ ０．０１８８ ０．０２５５ ０．０４７８ ０．０３８２
×１９９７年 ０．０２４５ ０．０３９９ ０．０３４７ ０．０３６２ －０．００５８ ０．０５９０
×１９９９年 －０．０４０９ ０．０３８２ －０．０２２７ ０．０３５４ －０．０１２０ ０．０５２３

貯蓄総額対数 ０．０２８２ ０．０１３２ ０．０３３７ ０．０１０７ ０．０６１９ ０．０１８５
×１９９７年 －０．０３９９ ０．０２０４ ０．００５０ ０．０１７８ ０．０００３ ０．０２９４
×１９９９年 ０．００３３ ０．０１９８ ０．０１９３ ０．０１８６ －０．０３０９ ０．０２６５

ローン有ダミー変数 ０．０３８３ ０．０３３９ ０．０２５９ ０．０３３４ ０．０６４０ ０．０５４８
×１９９７年 －０．０３２９ ０．０６３５ －０．０２５２ ０．０３４９ －０．０３７８ ０．０６７７
×１９９９年 －０．０４１５ ０．０６５６ －０．０２７５ ０．０３５２ －０．０１６２ ０．０６７１

家族人数 ０．００２７ ０．０１１７ －０．０１２４ ０．００９４ －０．０２７２ ０．０１６６
×１９９７年 －０．０１０９ ０．０１５２ －０．００１９ ０．０１３９ ０．０２１２ ０．０２２７
×１９９９年 ０．００２９ ０．０１６６ ０．００６０ ０．０１５２ ０．０１３６ ０．０２２６

家族内勤労者比率 ０．０４８４ ０．０７１５ －０．０８８５ ０．０５６４ －０．０８２６ ０．０９７２
×１９９７年 －０．０４６２ ０．０９７５ ０．０８５８ ０．０８３６ －０．０１３５ ０．１４０８
×１９９９年 －０．０３５２ ０．１０１６ ０．１４０９ ０．０８９６ ０．０６９０ ０．１３７２

持ち家ダミー変数 －０．０２４１ ０．０４０３ －０．００３６ ０．０３５６ －０．０１９６ ０．０６３１
×１９９７年 ０．０６１３ ０．０５３７ －０．０１８５ ０．０５０４ ０．１６５７ ０．１１１６
×１９９９年 ０．０３３７ ０．０６０５ －０．０１９８ ０．０５２５ ０．０７５０ ０．０９６３

都市規模２（人口１５万人以上） ０．００２６ ０．０４６３ ０．０５０１ ０．０３５７ ０．０４４１ ０．０５７９
×１９９７年 －０．０４６５ ０．０７９０ －０．０５５４ ０．０２４８ －０．０７１３ ０．０６８８
×１９９９年 －０．００６６ ０．０６９８ －０．０１３８ ０．０４３９ ０．００５８ ０．０８２１

都市規模３（人口５万人以上） －０．０２５８ ０．０５３７ －０．０１９３ ０．０３１８ ０．０２２３ ０．０６４６
×１９９７年 －０．０３８８ ０．０８０７ －０．００９２ ０．０４８７ －０．１１６６ ０．０６４８
×１９９９年 －０．０４６１ ０．０８５９ －０．００９４ ０．０５５８ ０．００３２ ０．０９０５

都市規模４（人口５万人未満） －０．０６０８ ０．０７４１ －０．０２２７ ０．０３９６ ０．１８６９ ０．０９３０
×１９９７年 －０．１４０２ ０．１３１７ ０．０２５０ ０．０８７２ －０．１７３２ ０．０５３６
×１９９９年 ０．０－６２４ ０．１１２９ ０．１１６８ ０．１４１９ ０．０９００ ０．０８８０

都市規模５（郡部） －０．０８０９ ０．０５８０ －０．０３４０ ０．０３２１ －０．００７８ ０．０６４０
×１９９７年 －０．０１１４ ０．０６８０ ０．０４７４ ０．０７１０ ０．０３０８ ０．０９３９
×１９９９年 ０．００７８ ０．０６３２ ０．０７２４ ０．０８６８ ０．１７１３ ０．１０８１

選択確率 ０．８７４９ ０．１０５０ ０．２５６９
×の平均値における選択確率 ０．８８９８ ０．０８１１ ０．２３９３
擬似決定係数 ０．０６０７ ０．１１１２ ０．０６９６
サンプル数 １４９５ １４９５ １４９５

＊＊＊…１％水準で有意、＊＊…５％水準で有意、＊…１０％水準で有意

＊＊

＊

＊＊
＊

＊

＊

＊＊

＊＊

＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
＊

＊＊
＊＊

＊
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ついて、それぞれの選択確率に年齢が与える影響

が、加齢の効果によるものなのか、コーホートの

効果によるものなのか、あるいは特定の年齢層に

構造変化を生じさせるような各年に特有の影響に

よるものなのかを検討する。方法として、世帯主

年齢層のダミー変数と、これらの変数と年ダミー

変数との交差項を加えた式を推計し、各年齢層に

対する年特有の効果があるかどうかを調べる。さ

らに、世帯主年齢層のダミー変数とコーホートダ

ミー変数とを加えた式を推計し、加齢効果とコー

ホート効果がそれぞれ観察されるかを調べる。調

査は隔年で行われているが、２年間隔のコーホー

ト・グループを作成すると、ひとつのグループに

入るサンプルの数が非常に少なくなる恐れがある。

そこで、平成７年と平成１１年の２年分のデータの

みを利用し、４年間隔のコーホート・グループを

作成した。

ここで、コーホートダミー変数の作成について、

少し詳しく述べる。まず、平成７年と平成１１年の

データを利用し、４年間隔のコーホートを作成し

た。平成７年に２３歳以上２６歳以下のコーホート・

グループは、平成１１年には２７歳以上３０歳以下とな

る。同様に、平成７年において、２７―３０歳、３１―

３４歳、３５―３８歳、３９―４２歳、４３―４６歳、４７―５０歳、

５１―５４歳、５５―５８歳のコーホート・グループにつ

いて、平成１１年には４年年齢をずらすことによっ

て、同じコーホート・グループを作成することが

できる。コーホート・グループは、図表３―８の

ようになる。

各コーホート・グループについて、そのコー

ホート・グループであれば１、それ以外は０とお

く、コーホートダミー変数を作成し、推計式に加

えることで、コーホートに特有の金融機関選択要

因決定の傾向があるかどうかを調べることができ

る。

図表３―９には年別年齢効果の推計結果を、図

表３―１０には加齢効果とコーホート効果の推計結

果を示す１２）。また、分析の対象は、世帯主年齢が

２０～５９歳で世帯主が常勤労働者である�１グループ

である。

まず、年別年齢別効果を推計した図表３―８の

結果をみる。家計属性の変数は、図表３―６の結

果とほとんど変わらない。図表３―６では、年齢

に関する変数として世帯主年齢を用いていたが、

図表３―８では世帯主年齢層ダミー変数を用いた。

結果は、年齢層ダミー変数で有意なものはそれほ

ど観察されていないが、世帯主年齢が高いほど、

利便性の選択確率が高まり、収益性と安全性の選

択確率は低下するという、図表３―６の結果と同

様の傾向が観察される。また、年齢層ダミー変数

と年との交差項はほとんど有意でなかったが、平

成１１年では、若年層において、収益性の選択確率

が減少することが示されている。

続いて、図表３―９のコーホートダミー変数を

加えた推計結果をみる。コーホートダミー変数で

有意なものは利便性において、コーホート９が有

図表３―８

コーホート・グループ 平成７年年齢 平成１１年年齢

１ ２３―２６ ２７―３０

２ ２７―３０ ３１―３４

３ ３１―３４ ３５―３８

４ ３５―３８ ３９―４２

５ ３９―４２ ４３―４６

６ ４３―４６ ４７―５０

７ ４７―５０ ５１―５４

８ ５１―５４ ５５―５８

９ ５５―５８

１２）特異性のため、年ダミー変数と年齢層ダミー変数との交差項と、コーホートダミー変数とを同時に加えて推計することはでき
ない。
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図表３―９ 金融機関選択理由決定要因推計結果：年別年齢効果

世帯主年齢２３―５８歳、調査年は１９９５年・１９９９年を対象

利 便 性 収 益 性 安 全 性

限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

１９９９年ダミー ０．０３６７ ０．１４６８ －０．１０４２ ０．１７３８ ０．４５２１ ０．２２７９

年収対数 ０．０１５６ ０．０１５２ ０．０１１９ ０．０１９２ ０．０５２３ ０．０３０５

×１９９９年 ０．０１７３ ０．０２５４ ０．００２５ ０．０３０６ －０．０３３５ ０．０４２０

貯蓄総額対数 ０．００３９ ０．００７２ ０．０５３５ ０．００８５ ０．０６４７ ０．０１３０

×１９９９年 ０．００１０ ０．０１１８ ０．００１９ ０．０１３２ －０．０２４９ ０．０１７８

ローン有ダミー変数 －０．００５７ ０．０１５１ ０．０２３２ ０．０１８１ ０．０５９８ ０．０２７９

×１９９９年 －０．００５６ ０．０２５２ －０．０１８７ ０．０２５２ －０．０７３９ ０．０３３２

家族人数 ０．０１４２ ０．００６９ －０．０１０４ ０．００８４ －０．０１５０ ０．０１３１

×１９９９年 －０．０１９８ ０．０１０７ ０．００８０ ０．０１２１ －０．０２３８ ０．０１７２

家族内勤労者比率 －０．０３０４ ０．０３３５ －０．０７１６ ０．０４０５ －０．０３７０ ０．０６３２

×１９９９年 －０．０２５１ ０．０５４１ ０．０７５９ ０．０６１９ －０．１０２８ ０．０８６４

持ち家ダミー変数 －０．００５２ ０．０１６２ ０．００１１ ０．０１９４ －０．００４１ ０．０３０５

×１９９９年 ０．０３００ ０．０２４０ －０．０３５１ ０．０２７６ ０．０５２４ ０．０４４２

都市規模２（人口１５万人以上） －０．０２６７ ０．０２１２ －０．０２６３ ０．０１８８ －０．０３４２ ０．０３１１

×１９９９年 ０．００９０ ０．０３０３ ０．０５０４ ０．０４０１ ０．０５０９ ０．０４８６

都市規模３（人口５万人以上） －０．０４８７ ０．０２７４ －０．０４１５ ０．０１９２ －０．０８１０ ０．０３２９

×１９９９年 ０．０１５４ ０．０３０９ ０．０９１７ ０．０５３６ ０．０４８５ ０．０５７１

都市規模４（人口５万人未満） －０．１７８２ ０．０６０８ －０．０５１６ ０．０２６１ －０．０７１０ ０．０５０７

×１９９９年 ０．０３９６ ０．０２８８ ０．０７０５ ０．０８９６ ０．１４４０ ０．１０２４

都市規模５（郡部） －０．０８７２ ０．０３１０ －０．０７６４ ０．０１７１ －０．０７２８ ０．０３３９

×１９９９年 ０．０３２８ ０．０２６６ ０．１４８３ ０．０６７５ ０．０５９４ ０．０６００

世帯主年齢（２７―３０歳） ０．０４０２ ０．０３０３ ０．０４８７ ０．０８００ －０．０７８７ ０．０８３６

世帯主年齢（３１―３４歳） ０．０３７９ ０．０３１６ －０．０４９１ ０．０４３１ －０．０７９５ ０．０８１８

世帯主年齢（３５―３８歳） ０．０４５５ ０．０２９６ －０．０５１７ ０．０４３１ －０．０８７５ ０．０８０６

世帯主年齢（３９―４２歳） ０．０３５３ ０．０３４０ －０．０８８７ ０．０３０４ －０．１２５２ ０．０７２２

世帯主年齢（４３―４６歳） ０．０５６１ ０．０２７７ －０．０７１２ ０．０３８１ －０．１１５９ ０．０７５６

世帯主年齢（４７―５０歳） ０．０４７５ ０．０３２２ －０．０７７８ ０．０３８５ －０．１４４９ ０．０７２０

世帯主年齢（５１―５４歳） ０．０６４６ ０．０２５１ －０．０８００ ０．０３５２ －０．１２７４ ０．０７３８

世帯主年齢（５５―５８歳） ０．０７０１ ０．０２２７ －０．０７２１ ０．０３７８ －０．１２１８ ０．０７５１

世帯主年齢（２７―３０歳）×９９年 －０．０１３６ ０．０８４４ －０．０９９７ ０．０１５５ ０．１２３７ ０．１６９０

世帯主年齢（３１―３４歳）×９９年 －０．０７４８ ０．１１２９ －０．０４８５ ０．０５６５ ０．０４２３ ０．１４６８

世帯主年齢（３５―３８歳）×９９年 －０．０２５１ ０．０８７３ －０．０４６７ ０．０５７９ ０．１１６５ ０．１５９６

世帯主年齢（３９―４２歳）×９９年 ０．００７３ ０．０６７６ ０．０４１４ ０．１０５７ ０．１４０１ ０．１６２９

世帯主年齢（４３―４６歳）×９９年 －０．０４０８ ０．０９６３ －０．０９０９ ０．０２８６ ０．１１０９ ０．１５９０

世帯主年齢（４７―５０歳）×９９年 －０．００７５ ０．０７６８ －０．０３５３ ０．０６６６ ０．１１９０ ０．１５８９

世帯主年齢（５１―５４歳）×９９年 ０．００４０ ０．０７３６ －０．０５４２ ０．０５５７ ０．１５８２ ０．１６６８

世帯主年齢（５５―５８歳）×９９年 －０．１６２５ ０．１４８２ －０．０７４８ ０．０４２３ ０．０９３４ ０．１５８１

選択確率 ０．９０８６ ０．１２３７ ０．２４１８

×の平均値における選択確率 ０．９２２８ ０．１０２８ ０．２３０４

擬似決定係数 ０．０６８１ ０．０８６６ ０．０４５８

サンプル数 ２７２５ ２７２５ ２７２５

＊＊＊…１％水準で有意、＊＊…５％水準で有意、＊…１０％水準で有意

＊

＊

＊＊＊ ＊＊＊

＊＊

＊＊

＊＊

＊

＊

＊＊ ＊＊ ＊＊

＊＊

＊＊＊

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊
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＊
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図表３―１０ 金融機関選択理由決定要因推計結果：年齢効果とコーホート結果

世帯主年齢２３―５８歳、調査年は１９９５年・１９９９年を対象

利 便 性 収 益 性 安 全 性

限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

１９９９年ダミー ０．０１１１ ０．１４３８ －０．１７４６ ０．１７４１ ０．５３２２ ０．２０３３

年収対数 ０．０１５６ ０．０１５２ ０．０１１９ ０．０１９２ ０．０５２３ ０．０３０５

×１９９９年 ０．０１７３ ０．０２５４ ０．００２５ ０．０３０６ －０．０３３５ ０．０４２０

貯蓄総額対数 ０．００３９ ０．００７２ ０．０５３５ ０．００８５ ０．０６４７ ０．０１３０

×１９９９年 ０．００１０ ０．０１１８ ０．００１９ ０．０１３２ －０．０２４９ ０．０１７８

ローン有ダミー変数 －０．００５７ ０．０１５１ ０．０２３２ ０．０１８１ ０．０５９８ ０．０２７９

×１９９９年 －０．００５６ ０．０２５２ －０．０１８７ ０．０２５２ －０．０７３９ ０．０３３２

家族人数 ０．０１４２ ０．００６９ －０．０１０４ ０．００８４ －０．０１５０ ０．０１３１

×１９９９年 －０．０１９８ ０．０１０７ ０．００８０ ０．０１２１ －０．０２３８ ０．０１７２

家族内勤労者比率 －０．０３０４ ０．０３３５ －０．０７１６ ０．０４０５ －０．０３７０ ０．０６３２

×１９９９年 －０．０２５１ ０．０５４１ ０．０７５９ ０．０６１９ －０．１０２８ ０．０８６４

持ち家ダミー変数 －０．００５２ ０．０１６２ ０．００１１ ０．０１９４ －０．００４１ ０．０３０５

×１９９９年 ０．０３００ ０．０２４０ －０．０３５１ ０．０２７６ ０．０５２４ ０．０４４２

都市規模２（人口１５万人以上） －０．０２６７ ０．０２１２ －０．０２６３ ０．０１８８ －０．０３４２ ０．０３１１

×１９９９年 ０．００９０ ０．０３０３ ０．０５０４ ０．０４０１ ０．０５０９ ０．０４８６

都市規模３（人口５万人以上） －０．０４８７ ０．０２７４ －０．０４１５ ０．０１９２ －０．０８１０ ０．０３２９

×１９９９年 ０．０１５４ ０．０３０９ ０．０９１７ ０．０５３６ ０．０４８５ ０．０５７１

都市規模４（人口５万人未満） －０．１７８２ ０．０６０８ －０．０５１６ ０．０２６１ －０．０７１０ ０．０５０７

×１９９９年 ０．０３９６ ０．０２８８ ０．０７０５ ０．０８９６ ０．１４４０ ０．１０２４

都市規模５（郡部） －０．０８７２ ０．０３１０ －０．０７６４ ０．０１７１ －０．０７２８ ０．０３３９

×１９９９年 ０．０３２８ ０．０２６６ ０．１４８３ ０．０６７５ ０．０５９４ ０．０６００

世帯主年齢（２７―３０歳） ０．０４７８ ０．０２７３ －０．０６６６ ０．０３５３ －０．０６２０ ０．０８０８

世帯主年齢（３１―３４歳） ０．０２３６ ０．０４５０ －０．１０４３ ０．０２１２ －０．１０３２ ０．０７８５

世帯主年齢（３５―３８歳） ０．０３４５ ０．０４３３ －０．１０４２ ０．０２６３ －０．０９９８ ０．０８３１

世帯主年齢（３９―４２歳） ０．０４６９ ０．０３９３ －０．０８７１ ０．０３６６ －０．１１１３ ０．０８０４

世帯主年齢（４３―４６歳） ０．０６０５ ０．０３４０ －０．１０８１ ０．０２８７ －０．０９３２ ０．０８２８

世帯主年齢（４７―５０歳） ０．０６４０ ０．０３３７ －０．１０１４ ０．０３２８ －０．１１００ ０．０７６１

世帯主年齢（５１―５４歳） ０．０８８２ ０．０１８３ －０．０９８９ ０．０２６５ －０．０４９４ ０．０８０７

世帯主年齢（５５―５８歳） ０．０５６９ ０．０２７５ －０．１０６６ ０．０２１１ －０．０４７０ ０．０７５０

コーホート２ －０．０２９０ ０．０７３５ －０．０５５８ ０．０４１８ ０．０９９５ ０．１３２４

コーホート３ －０．０４５６ ０．０８９０ ０．０７２１ ０．１１１５ ０．０７５７ ０．１３５１

コーホート４ －０．００６６ ０．０６９５ ０．０５５６ ０．１０４８ ０．１３３９ ０．１４１０

コーホート５ －０．００９９ ０．０７００ ０．０３６８ ０．０９４１ ０．１１６０ ０．１３１５

コーホート６ －０．０５０１ ０．０８３８ －０．０６０７ ０．０４７８ ０．０７６６ ０．１１５２

コーホート７ －０．０３７３ ０．０６９５ ０．００２５ ０．０６４６ ０．０６４９ ０．０９７３

コーホート８ －０．０６１７ ０．０６５８ －０．０２６９ ０．０４５３ ０．０４６３ ０．０７７１

コーホート９ －０．１０８１ ０．０４９５ －０．０３０３ ０．０３０２ －０．００４７ ０．０４８７

選択確率 ０．９０８６ ０．１２３７ ０．２４１８

×の平均値における選択確率 ０．９２２８ ０．１０２８ ０．２３０４

擬似決定係数 ０．０６８１ ０．０８６６ ０．０４５８

サンプル数 ２７２５ ２７２５ ２７２５

＊＊＊…１％水準で有意、＊＊…５％水準で有意、＊…１０％水準で有意
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意にマイナスである以外は全く観察されなかった。

一方、年齢層ダミー変数は、収益性において有意

なものが増えた。世帯主年齢２３―２６歳に比べると、

他の年齢層では収益性の選択確率が低下すること

が示されている。しかし、年齢層が高くなるほど、

収益性の選択確率が低下するとは言い切れず、例

えば、世帯主年齢３１―３４歳の係数は、世帯主年齢

４３歳以上の年齢層と比べて値にそれほど差がない。

図表３―８、図表３―９の結果より、各年齢層

に対する年特有の効果やコーホート効果をコント

ロールしても、利便性や収益性の選択に対して年

齢層ダミー変数が有意であることが観察されたこ

とから、これらの選択理由に対して加齢が影響し

ていることが予想される。ただし、今回の分析で

は、２時点のみのデータを利用しているので、

コーホート効果と加齢効果が相関は高くなること

が考えられ、注意が必要である。

３．６ むすび

本研究では、家計の属性が金融機関選択基準に

与える影響をプロビット・モデルにより推計した。

選択基準として、利便性、収益性、安全性の３つ

を取り上げた。その結果より、以下のことが示さ

れた。利用金融機関の選択理由に関して、�１世帯

主年齢２０―５９歳の常勤労働者世帯では、世帯主年

齢が高いほど利便性の選択確率は上がり、収益性

や安全性の選択確率が下がる。�２世帯主年齢２０―

５９歳と世帯主年齢６０―６９歳の両方で、貯蓄総額が

高いほど収益性と安全性の選択確率が上昇する。

�３世帯主年齢２０―５９歳の常勤労働者世帯では、年

収が高いと安全性の選択確率が高くなる。�４世帯

主年齢２０―５９歳において、平成１１年は他の年に比

べ安全性の選択確率が高くなる。�５�１で示した年

齢の影響には、年特有のショックによる影響や

コーホートの効果がほとんど含まれておらず、純

粋な加齢の影響を表しているといえる。

本研究の分析結果より、家族属性が「利便性」

「収益性」「安全性」のそれぞれに与える影響が

示された。結果から判断する限り、世帯主年齢が

高くなるほど利便性が重視される一方で、若年層

では収益性や安全性が重視されるといえる。世帯

主年齢と利便性の選択とが正の相関を持つことは、

年齢が高くなるほど金融機関へアクセスする際に

要する労力が若年層に比べて相対的に大きくなる

ことで説明できる。また、貯蓄総額の多い家計で

は、収益性や安全性が重視されることになる。そ

のため、今後、少子化が進むことにより遺産を残

す必要性が小さくなり、貯蓄総額が減った場合に

は、収益性や安全性は選択理由として重視されな

くなることが予想される１３）。

家族構成が選択理由に有意な影響を与えている

ことから、本研究の結果は、金融機関が、高齢化、

核家族化に伴い、顧客セグメント別の商品設計、

チャネル戦略において、何をセールスポイントと

していくべきかについて、示唆を与えるものとな

る。

一方で、本研究で利用したデータでは質問項目

が毎回変更されることから、平成１１年度調査では

貯蓄目的主要金融機関の選択理由についての情報

が得られない等、異時点間で比較できる内容が限

られてしまうという問題がある。本研究では、で

きるだけ各年の情報を比較できる形にするため、

サンプルの限定を行っているが、その段階でサン

プル数が減少している点も問題である。今後の調

査でも、できるだけ質問項目が保持されることが

望まれる。

今後は、インターネット上での金融サービスの

提供が一層進展することから、物理的な距離で測

１３）大竹（１９９３）の研究では、子供がいない場合は子供がいる場合に比べて、高齢者の資産の取り崩しが進むことが示されている。
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られる利便性が意味をなさなくなることも予想さ

れる。このような金融市場の新しい動きに対して、

家計の考え方がどのように変化していくのかも、

今後検討すべき課題であろう。
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